別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:新支え合いグループ支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　環境生活部　環境生活政策課　地域安全室　地域コミュニティ担当　電話番号：058-272-1111（内　2391）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：890千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・障がいや病気など共通する問題・課題を抱えている人やその家族が、互いに支え合
う当事者グループの組織化や運営方法等について学ぶセミナーを開催する。
　・当事者グループの活動に関する情報を一元的に発信することにより、地域で孤立し

ている人を当事者グループにつなげるとともに、当事者グループ同士の交流・ネット
ワーク化を図る。
　・当事者グループの支援ニーズに応じて、専門家や専門機関等による支援をコーディ
ネートする。
　　　（支援内容）
　　　・セミナーの開催
　　　・専門家（大学教授等）の派遣
　　　・アドバイザー（既存の当事者グループ等）の派遣
　　　・当事者グループの登録・紹介　等
	２　所要経費


・報償費（講師報償費等）　　　　　　　  479千円

・旅費（講師費用弁償等）　　　　　　　　369千円

・需要費（資料代、パンフレット作成費）　　9千円

・役務費（郵便料）　　　　　　　　　　　 26千円

・使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　  7千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ｖ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
２ 地域の課題に取り組む県民に満ちた地域をつくるために
	２　これまでの取組状況


補助金の交付などを通じて、老人クラブ、障がい者団体、母子福祉団体などの当事者団体の活動に対する支援を実施している。
	３　これまでの取組に対する評価


実態調査を通して、障がいや病気など同じ困難を抱えている人やその家族が、制度・サービスによる支援を受けていながら周囲の人たちの偏見や誤解などを恐れて心を開くことができず、心理的不安や社会的孤立感を抱えている実態が明らかとなった。
このため、障がいや病気など同じ困難を抱えている人やその家族が、気軽に情報を交換し合える場づくりや、同じ立場にある仲間と交流することで安心していられる居場所づくりを進める必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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